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当法人は,消費者契約問題に関する調査,研究,消費者への情報提供等

を通 じて,消費者被害の未然防止を目的に,消費者団体,消費生活専門相

談員,学者,弁護士,司法書士など消費者問題専門家により構成 されてい

るNPO法 人です (詳細は,当 法人のホームページ URL http:〃www.e‐

hocnet.info/index.htmlを ご参照下さい。)。

また,当 法人は,平成 22年 2月 25日 からは平成 21年 6月 に施行 さ

れた 「改正消費者契約法」に基づき,内 閣総理大臣の認定を受け,差止請

求関係業務 (不特定かつ多数の消費者の利益のために差止請求権を行使す

る業務並びに当該業務の遂行に必要な消費者の被害に関す る情報の収集

並びに消費者の被害の防止及び救済に資する差止請求権の行使の結果に

関する情報の提供にかかる業務)を行な う「適格消費者団体」としての活

動も開始 してお ります。

現在,当 法人では,消費者被害の相談について,情報提供やアンケー ト

等多方面からの情報収集を行ってお り,入手 した契約書に消費者契約法の

規定する不当な条項が含まれていないかどうかを検討 してお ります。

この度,貴社が貸主となって取 り交わしている建物賃貸借 (以 下 「本件

契約」といいます。)に 関する情報が寄せ られ,当 法人が,建物賃貸借契約
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書 (以 下 「本件契約書」といいます。)の 内容 を検討 しま した結果 ,以 下の

とお り問題 があるとの結論 に達 しま したので,貴社 に対 し,以下の とお り

申 し入れます。

第 1 申入れの趣旨

申入れの理由に記載の本件契約書及び契約の一部を構成す る原状回復

義務に関する特約の各条項は,消費者契約法第 10条に該当する不当な条

項であると考えます。よって,貴社に対 し,当 該条項の使用中止又は修正

を申し入れます。

第 2 申入れの理由

1 本件契約書第 ¬O条第 2項第 3号の問題点

本件契約書第 10条第 2項第 3号では,ア ないしウに列挙 された設備

等の小修繕費用を賃借人が負担すると定められています。

もつとも,一般的にこのような規定は,単に賃貸人の修繕義務を免除

するに過ぎず,賃借人に積極的に修繕義務を誤 した趣旨とは理解 されま

せん (最高裁昭和 43年 1月 25日 判決等 )。 賃借人に積極的な義務を課

すにはさらに厳格な要件を満たす必要がありますので,念のため申し添

えます。

また,本件契約書第 10条第 2項第 3号の規定によつて,賃借人に当

該部分の原状回復義務を負わせることは相当ではありませんので,本条

項の運用にあつては十分ご留意 ください。

2 本件契約書第 19条 (契約の解除)の 問題点

賃貸人からの無催告解除を認める本件契約書第 19条第 2項柱書及同

項各号の一部には,消費者契約法上問題があると考えます。

(1)第 2項第 2号について

本件契約書第 19条第 2項第 2号では,賃借人が「賃料等の支払い

をしばしば遅延 したとき」が無催告解除事由として定められています。

しかしながら,「 しばしば」の判断基準があいまいであ り,賃貸人

による恣意的な解除がなされる可能性があります。

また,賃貸人側からの賃貸借契約の解除は,本契約書第 19条第 2

項柱書記載のとお り,信頼関係が破壊 されたと認められる場合に限つ

て可能とな りますが,遅延金額や頻度,遅延の理由等の事情によつて
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は,賃料の支払いの遅延が信頼関係を直ちに破壊するとまでは言えま

せん。

さらに,民法の原則では,履行遅滞による契約解除が認められるた

めには履行の催告が必要であり (民法第 541条 ),最高裁昭和 35

年 6月 28日 判決も,家屋の賃貸借契約において賃料不払いを理由に

契約を解除する場合でも「民法 541条 により賃貸借契約を解除する

には,他に特段の事情の存 しない限り,なお,同条 (引 用者注 :民法

第 541条 )所定の催告を必要 とする」としています。

よって,「賃料等の支払いをしばしば遅延 したとき」を無催告解除

事由として定める本件契約書第 19条第 2項第 2号は,消費者 (賃借

人)の権利を制限し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害する

ものであるため,消費者契約法第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

(2)第 2項第 3号について

本件契約書第 19条第 2項第 3号では,賃借人が銀行取引停止,手

形 。小切手の不渡処分を受けたことが無催告解除事由として定められ

ています。

しかしながら,賃貸借契約における賃借人の義務の本質は賃料の支

払いであるところ,賃料の支払いが継続 している限 り,賃料債権保全

の不安は生 じず,信頼関係の破壊は認められず,賃貸人に解除を認め

る必要性 。相当性はありません。

よって,本件契約書第 19条第 2項第 3号は,消費者 (賃借人)の

権利を制限し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害するもので

あるため,消費者契約法第 10条に抵触 し無効と考えます。

(3)第 2項第 4号について

本件契約書第 19条第 2項第 4号では,賃借人が破産 。民事再生 。

会社更生・特別清算等の申立てがあったときが無催告解除事由として

定められています。

しかしながら,すでに述べたとお り,賃貸借契約における賃借人の

義務の本
′
質は賃料の支払いであるところ,賃料の支払いが継続 してい

る限 り,賃料債権保全の不安は生 じず,賃貸人に解除を認める必要性・

相当Jl生 はありません。

また,破産や民事再生等の決定があつた場合にも解除を認める条項

は,経済的破綻から更生 しようとする者の生活等の基盤を一方的に奪

うおそれもあり,破産法や民事再生法等の制度趣旨に反するものと言
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えます。

よつて,本件契約書第 19条第 2項第 3号は,消費者 (賃借人)の

権利を制限し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害するもので

あるため,消費者契約法第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

(4)第 3項第 3号について

本件契約書第 19条第 3項第 3号では,警察当局の介入を生 じさせ

る行為を行つたときが無催告解除事由として定められています。

しかしながら,すでに述べたとお り,賃貸人からの契約解除は,信

頼関係を破壊 し,賃貸借契約の継続を著 しく困難にした場合に限ると

されているところ,警察当局が介入 したとい うだけでは賃借人が違法

な行為をしたとは言えず,未だ賃貸人と賃借人 との信頼関係が破壊 さ

れたとは断言できません。

よつて,本件契約書第 19条第 3項第 3号の うち,「 警察当局の介

入を生 じさせる行為を行つたとき」を無催告解除事由とする条項は ,

消費者 (賃借人)の権利を制限し,信義則に反 して消費者の利益を一

方的に害するものであるため,消費者契約法第 10条 に抵触 し無効 と

考えます。

(5)第 4項 について

本件契約書第 19条第 4項では,「 乙が 15条 5号ない し7号」に

掲げる行為を行つたときが無催告解除事由として定められています。

しかしながら,本件契約書第 15条に,5号ないし7号は存在 して

お りませんので,表記を修正 していただくようお願い申し上げます。

3 本件契約書第 20条 (明渡 し,原状回復義務等)の問題点

本件契約書第 20条第 5項では,賃借人の都合による解約の場合,賃

貸人に対 して,明 渡 し移転料,立退料,損 害賠償料その他名 目を問わず ,

本契約に基づ く以外の請求ができない旨が定められています。

このような条項によると,た とえば,賃借人が賃貸人に対 して債務の

履行を請求 したものの,賃貸人が正当な理由なく一切応 じなかったため

にやむなく解約をしたような場合 (賃貸人の債務不履行に起因する場合 )

であつても,賃借人からの解約であることの理由で,賃貸人に対する損

害賠償請求その他の金銭請求が一切行使できなくなる可能性があります。

したがって,本件契約書第 20条第 5項は,賃借人がもつ正当な権利

すべてを放棄 させる条項であり,消費者 (賃借人)の権利を制限し,信
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義則に反 して消費者の利益を一方的に害するものであるため,消費者契

約法第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

4 原状回復義務に関する特約の問題点

(1)原状回復義務の一般的原則について

ア 原状回復義務の有無の判断方法

民法第 483条 は,債権の目的が特定物の引渡 しであるときは弁

済をする者は,そ の引渡 しをすべき時の現状でその物を引き渡さな

ければならないとし,民法第 400条 は,債権の目的が特定物の引

渡 しであるときは,債務者は,そ の引渡 しをするまで善良な管理者

の注意をもつて,そ の物を保存 しなければならないとし,民法第 6

16条の準用する民法第 594条 第 1項は,賃借人は,契約又はそ

の目的物の性質によつて定まった用法に従い,そ の物の使用及び収

益をしなければならないとしています。

上記法令の定めからすれば,賃貸借契約の終了に際 し,賃借人は

契約又はその目的物の性質により定まつた用法に従い,そ の物の使

用及び収益をしている限り,返還すべき時の現状にてその物を引き

渡せば足 りると解 されます。

よって,賃借人は,故意・過失 (善管注意義務違反)や ,通常の

使用方法を逸脱 した使用によつて毀損 した部分 (こ うした損耗を

「特別損耗」といいます。)イこついてのみ原状回復義務を負 うに過ぎ

ません。 したがって,建物外部・内部の各所が汚損,損傷すること

があつたとしても,通常の使用をしている限り,そ の汚損,損傷を

回復するための費用は賃料に含まれるのであ り (こ うした損耗を

「通常損耗」といいます。),賃借人は通常損耗に係 る費用を負担す

べき義務はなく,汚損,損傷のある状態のまま返還すれば賃借人の

義務を果たしたことになります。

そのため,通常損耗についてまで賃借人の負担 と`する内容の契約

条項等は,消費者契約法第 10条に反することになります (大 阪高

裁平成 16年 12月 17日 判決,同 平成 17年 1月 28日 判決 )

イ 原状回復義務の範囲について

(ア )先 に述べたとお り,建物賃貸借契約における原状回復の うち ,

通常損耗に係る原状回復は賃貸人が負担すべきあり,通 常損耗

を超える汚損,損傷 (特別損耗)に係 る原状回復費用について
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のみ,賃借人の負担 となります 【原則 1】 。

(イ )ま た,特別損耗に関する原状回復費用についても,工事全額

を賃借人が負担するのではなく,経過年数,修理・交換によつ

て賃貸人が受ける利益等を考慮 して,経年劣化分については賃

貸人の負担 とすべきです 【原則 2】。

(ウ ) さらに,原状回復の範囲については,必要な範囲における相

当なものに限られ,施工や取替えは,最低限度の施工単位で行

わなければなりません (大 阪高裁平成 16年 7月 30判決等 )

【原貝J3】。

上記原則に照らして原状回復義務に関する特約を検討 した結果,同

特約 (修繕費負担割合表,注意事項,補足説明)に は,以下に詳述す

るとお り,消費者契約法上多くの問題点があると考えます。

(2)修繕費負担割合表の記載について

貴社の特約の最初にある「賃貸借契約書第 10条 に基づく修繕費負

担割合表」 (以 下「本表」といいます。)と い うグラフによれば,補修

部位にかかわらず,6年経過後に賃借人の負担割合を,新品の状態で

入居 した場合には 20%,新 品でない状態で入居 した場合には 10%

となるように設定されています。

しかしながら,本表はメ下のとお り問題があると考えます。

ア 第 1に ,国 土交通省が平成 23年 8月 に改訂 した「原状回復をめ

ぐる トラブル とガイ ドライン」 1(以下,単に「ガイ ドライン」と

いいます。)に よれば,耐用年数を超えた設備の最終的な残存価値

は 1円 と定められてお り,賃借人の負担割合の最低を20%又 は 1

0%と 定める本表は,ガイ ドラインに比 して賃借人の義務が著 しく

加重 されています。

イ 第 2に ,耐用年数は設備等の種類によつて異なるものですので ,

一律に負担割合が定められるものではありません。

ウ 第 3に ,単に新品でないとい う理由だけで,設備等の修繕・交換

時期等を一切考慮せず,一律に入居時の賃借人の負担割合を 90%

に設定し,かつ,新品の場合 (イ 線)か ら10%低 い割合で設定す

ること (口 線)自 体,何 ら合理性のないものであり,実際の耐用年

1 国土交通省 「原状回復をめぐる トラブル とガイ ドライン」 (再 改訂版 )

https://www.■ llit.go.jp/jutakukentiku/house/iutakukentiku_house_tk3_000021.h
tlnl
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数 (経過年数)に比べて,過大な負担を強いられる可能性がありま

す。

工 よって,賃借人の原状回復義務の負担割合を加重 した本表は,消

費者 (賃借人)の権利を制限し,信義則に反 して消費者の利益を一

方的に害するものであるため,消 費者契約法第 10条に抵触 し無効

と考えます。

(3)注意事項第 1項について

注意事項の第 1項では,「原因が賃借人にあることが明白である場

合」は全額賃借人の負担 とされています。

まず,賃借人の故意・過失を問わず,単に原因を作つたとい うだけ

で全額の負担を求められるとするのは,明 らかに過失責任主義に反す

る不当なものです。

また,仮 に賃借人に故意 。過失がある場合であつても,賃借人が補

修費用全額の負担をしなければならないものではないことは,先 ほど

述べた原則 2及び 3の とお りです。

よって,単に賃借人が原因を作出した場合でも賃借人の全額負担 と

定めた注意事項第 1項は,消費者 (賃借人)の 義務を加重 し,信義則

に反 して消費者の利益を一方的に害するものであるため,消 費者契約

法第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

(4)注意事項第 2項 について

注意事項の第 2項では,①ないし⑨を経年劣化 。自然損耗にはなら

ず,原状回復費用の全額を賃借人が負担するものと定められています。

しかしながら,以下の理由により,本条項は,消費者 (賃借人)の

義務を加重 し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害するもので

あるため,消費者契約法第 10条に抵触 し無効 と考えます。

ア 第 1に ,第 2項でい う「経年劣化 。自然損耗」を基準 とするのは ,

貴社独 自の用法であって,通常損耗か否かによるべきです (原則 1)。

イ 第 2に ,2項各号に挙げられた事由には,従来,通常損耗 として

扱われてきたものが複数含まれてお り,それ らを通常損耗ではない

とする合理的理由はありません。具体的には,列挙事由③及び⑤に

ついては,冷蔵庫・テ レビ・洗濯機 といつた家電製品やベ ンド等の

家具などの重量物を設置することは 日常生活を営む上で不可欠 と

言えますので,通常損耗から一律に除外するのは不適切です。また ,

列挙事由⑥及び⑦についても,発生原因を一切考慮せず,一律に油
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汚れ 。水アカを通常損耗から除外することも不相当です。

貴社独 自の用法に基づき,①から⑨まで挙げられた事由を「経年

劣化 。自然損耗」から一律に除外 し,そ の費用を賃借人に負担させ

ることは,賃貸人に賃料に組み込まれた修繕費用や減価償却費 と原

状回復費ないし新品取得との二重取得を許すことになり,著 しく不

公平です。

ウ 第 3に ,通常損耗を超えた損耗 (特別損耗)である場合であつて

も,賃借人が原状回復費用全額を負担する必要はなく,経過年数等

が考慮 されて賃借人の負担が軽減 される上 (原則 2),範囲につい

ても,最低限の施工単位に限定されます (原則 3)。

そのため,全額借主負担 とするのは,賃借人に不当に重い義務を

課すものです。

(5)注意事項第 3項 について

注意事項の第 3項では,修繕単位について壁を「面」単位で,床 を

「部屋」単位 と定められています。

しかしながら,原則 3の とお り,補修は,最低限度の施工単位 とす

るべきで,壁 (ク ロス)の毀損については,「 1ポ 」単位を原則 とすべ

きです。また,床の うち,ク ッシヨンフロアやカーペ ントは当該毀損

部分のみ,フ ロー リングの場合は 「1だ 」単位を原則 とすべきです。

よつて,特段の事情がないのに壁を「面」単位,床 を「部屋」単位

とするのは,最低限度の施工単位を超えたものであり,本来負担する

義務のない範囲の補修費用までをも賃借人に強いるものです。

よつて,注意事項第 3項は,消費者 (賃借人)の義務を加重 し,信

義則に反 して消費者の利益を一方的に害するものであるため,消 費者

契約法第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

(6)補足説明 (1)1こついて

補足説明 (1)で は,台所クロスや冷蔵庫の後ろ部分の電気焼けが

「自然損耗」に当たらないとされています。

しかしながら,日 常生活を送る上で冷蔵庫は欠かせない家電であり,

冷蔵庫の設置による壁面の電気焼けは,通常の使用の範囲内の損耗 と

言えます。また,ベニヤ等を置 くことにより,む しろ火災等の危険性

が増すと考えられます。

上記事情を階まえます と,賃借人に対 してそのような物を設置する

義務を課すことは不合理であり,冷蔵庫の設置による電気焼けは通常
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損耗 と考えるべきです (原則 1,ガイ ドライン参照 )。

よって,補足説明 (1)は ,消費者 (賃借人)の義務を加重 し,信義

則に反 して消費者の利益を一方的に害するものであるため,消費者契

約法第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

(7)補足説明 (2)1こついて

補足説明 (2)で は,天丼クロスの照明器具はず しあと (ビ スあと。

変色あと)を原状回復工事の対象となる旨が定められています。

賃借人が備え付けのひつかけシー リングを使用せず,ビ ス固定した

場合や喫煙によるクロスの変色があつた場合はともかくとして,単な

る照明器具のはず し跡は通常損耗であり,賃借人が原状回復費用を負

担する理由はありません。

貴社におかれましては,そ の旨を明記 し,消費者に誤解を招かない

ような条項に修正するよう求めます。

(8)補足説明 (3)1こついて

ア 補足説明 (3)前段によれば,ク ロスのカビの原因は賃借人側の

不注意であり,全額賃借人負担 とされてお り,例外的に施工上の問

題が考えられるときには「借主負担割合表」を適用するとされてい

ます。

しかしながら,ク ロスのカビや結露は,建物の構造的なものに起

因することが多く,賃借人の使用方法が原因となることはあまり考

えられないところであり,賃借人が,結露の発生を知 りながら手入

れを怠った等の例外的場合のみ特別損耗 と理解するべきです (原則

1。 名古屋地裁平成 2年 10月 19日 判決 )。

また,施 工上の問題がある場合,すなわち賃借人に責任がない場

合には,賃貸人が補修費用全額を負担すべきであり,賃借人が「借

主負担割合表」により負担する理由はありません (原則 1)。

このように,補足説明 (3)前段は,原則 と例外が逆転 している上 ,

賃借人に責任がない場合でも負担を強いる不当なものです。

よって,補足説明 (3)前段は,消 費者 (賃借人)の義務を加重 し,

信義則に反 して消費者の利益を一方的に害するものであるため,消

費者契約法第 10条に抵触 し無効 と考えます。

イ 次に補足説明 (3)後段では,家具を置いた後に畳の変色ができ

た場合には,「 自然損耗 となり借主負担割合表を適用」するとされ

ています。
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しかしなが ら,そ もそも,「 自然損耗」の場合には,賃貸人が補修

費用全額を負担すべきであり,賃借人が補修費用を負担する理由は

ありません。

よって,補足説明 (3)後 段は,消 費者 (賃借人)の義務を加重 し,

信義則に反 して消費者の利益を一方的に害するものであるため,消

費者契約法第 10条に抵触 し無効 と考えます。

(9)補足説明 (5)1こ ついて

補足説明 (5)では,「 家具の下に敷物を敷けばカーペ ットはへこま

ない」とした うえで,カ ーペ ットに家具を置いた後の損傷が「自然損

耗」に当たらないとされています。

しかしながら,日 常生活を送る上で,家具を設置することは当然の

ことです し,カ ーペ ットの上にさらに敷物を敷 くとい うのは通常の使

用方法とは言い難 く,貴社のご主張には合理性はありません。

家具の設置によるカーペ ッ トのへこみや傷はまさに通常損耗です

ので,そ の補修費用は全額賃貸人の負担 となります (原則 1,ガイ ド

ライン参照)。

よって,補足説明 (5)は ,消費者 (賃借人)の義務を加重 し,信義

則に反 して消費者の利益を一方的に害するものであるため,消費者契

約法第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

(10)補足説明 (7)について

補足説明 (7)で は,ふすまに開けた穴の修繕費用を賃借人負担 と

した上,そ の壁の面にあるすべてのふすまを修理すると定められてい

ます。

しかしながら,ふすまの修繕の最小限度の単位は「1枚」であり (大

阪高裁平成 16年 7月 30日 判決),穴が開いていないふすまの補修

費用についてまで賃借人の負担 とするのは,原状回復の範囲を超え ,

賃貸人に新品取得の利益をもたらすことになり,不相当です (原則 3)。

よつて,面単位での補修費用を賃借人負担 とする補足説明 (7)は ,

消費者 (賃借人)の 義務を加重 し,信義則に反 して消費者の利益を一

方的に害するものであるため,消 費者契約法第 10条に抵触 し無効 と

考えます。

(11)補足説明 (8)1こついて

補足説明 (8)で は,そ の原因等を問わず,洗濯機防水パンの汚れ

による清掃代は, 100%賃 借人の負担 と定められています。
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しかしながら,洗濯機は日常生活を送る上で不可欠の電化製品であ

り,こ れを長期間使用 した場合には,防水パンに一定程度の汚れが発

生するのはむ しろ通常であり,通常損耗であることから,賃貸人が清

掃費用全額を負担すべきであり,賃借人が清掃費用を負担する理由は

ありません (原則 1)。

よって,洗濯機防水パンの清掃代を 100%賃 借人の負担 とする旨

定めた補足説明 (8)は ,消費者 (賃借人)の義務を加重 し,信義則に

反 して消費者の利益を一方的に害するものであるため,消 費者契約法

第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

(12)補足説明 (9)1こついて

補足説明 (9)で は,そ の原因等を問わず,換気扇の油汚れによる

清掃代は, 100%賃 借人の負担 と定められています。

換気扇は,継続的かつ 日常的な使用が想定されている設備であり,

長期間の使用に伴つて,一定の汚れは当然発生するのが通常ですので ,

賃借人が 日常的な清掃を怠るなどの善管注意義務違反がある場合を

除き,換気扇の油汚れは,基本的には通常損耗 と考えるのが相当です

(原則 1)。 また,油汚れの清掃代が特別損耗だとしても,経過年数

等が考慮 されて賃借人の負担が軽減 されるべきです (原則 2)。

したがって,個別事情を捨象 し,一律に換気扇の油汚れの清掃代を

100%賃 借人の負担 とする旨定めた補足説明 (9)は ,消費者 (賃

借人)の義務を加重 し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害す

るものであるため,消費者契約法第 10条に抵触 し無効 と考えます。

(13)補足説明 (10)1こ ついて

補足説明 (10)で は,そ の原因等を問わず,洗濯機置き場のカビの

清掃代は, 100%賃 借人の負担 と定められています。

しかしながら,本項 (8)で述べたとお り,カ ビは,建物の構造的な

ものに起因することが多く,賃借人が,カ ビの発生を知 りながら手入

れを怠った等の例外的場合のみ特別損耗 と理解するべきです。

したがって,個別事情を捨象 し,一律に洗濯機置場のカビの清掃代

を 100%賃 借人の負担 とする旨定めた補足説明 (10)は ,消 費者 (賃

借人)の義務を加重 し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害す

るものであるため,消費者契約法第 10条に抵触 し無効 と考えます。

(14)補足説明 (■)について

補足説明 (11)で は,そ の原因等を問わず,台所及びガス台の汚れ
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による清掃代は, 100%賃 借人の負担 と定められています。

しかしながら,台所及びガス台は,継続的かつ 日常的な使用が想定

されている設備であり,使用に伴つて一定の汚れが発生するのはむ し

ろ通常であり,賃借人が 日常の手入れ等を怠ったことによる汚れ以外

の通常の汚れは,通常損耗 として賃貸人が清掃費用全額を負担すべき

であり,賃借人が清掃費用を負担する理由はありません (原則 1)。

よつて,原因等を問わずに台所及びガス台の汚れによる清掃代を 1

00%賃 借人の負担 とする旨定めた補足説明 (■)は ,消費者 (賃借

人)の義務を加重 し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害する

ものであるため,消費者契約法第 10条に抵触 し無効 と考えます。

(15)補足説明 (12)に ついて

補足説明 (12)で は,エアコンの取 り付けの際に生 じたクロスの傷

の補修費用については,面単位で全額賃借人が負担すると定められて

います。

しかしながら,エ アコンは,テ レビや冷蔵庫 と同様に,一般的な生

活をしていくうえで必需品とな りつつあり,そ の設置によつて生 じた

ビス穴 (傷 )は ,通常損耗に属すると言え (ガイ ドライン上もそのよ

うに取 り扱われてお ります),賃貸人が補修費用全額を負担すべきで

あり,賃借人が補修費用を負担する理由はありません (原則 1)。

よつて,エ アコンの取 り付けの際に生 じたクロスの傷の補修費用全

額を賃借人が負担する旨定めた補足説明 (11)は ,消費者 (賃借人 )

の義務を加重 し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害するもの

であるため,消費者契約法第 10条に抵触 し無効 と考えます。

(16)補足説明 (14)1こ ついて

補足説明 (14)で は,ペ ット飼育が原因によるクロス,床 ,建具な

どの汚破損に係る補修費用については,全額賃借人が負担すると定め

られています。

賃借人が一定の補修費用を負担する必要があるとしても,ク ロスや

床 (ク ッションフロア),設備については,経過年数を考慮 した負担

割合の範囲内で賃借人が負担すべきものであり,い かなる部分でも補

修費用全額を負担するものではありません (原則 2)。

よって,補足説明 (14)の うち,負担割合が算定されるべき部分に

ついても全額賃借人の負担 と定めた部分については,消費者 (賃借人 )

の義務を加重 し,信義則に反 して消費者の利益を一方的に害するもの
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であるため,消費者契約法第 10条 に抵触 し無効 と考えます。

第 3 ご回答について

つきましては,本申入れに対する貴社のお考えやご対応等を, 2020

年 (令和 2年)3月 6日 までに,文書にてご回答 くださいますようお願い

いたします。

然るべきご回答をいただけない場合には,消費者契約法に基づき,差止

請求訴訟の提起も検討 させていただきますのでご承知おきください。

なお,ご回答の有無及び内容につきましては,当 法人の活動 目的のため ,

公表させていただくことをあらかじめ申し添えます。

以  上
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